
 
簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公告 

 

次のとおり簡易公募型プロポーザル入札に付します。  

また、 本業務の設計図書等については、 東日本高速道路株式会社ホームページからダウンロード によ

り 入手する方式としますので、 ご留意く ださい。  

平成24年11月9日 

（ 契約責任者） 東日本高速道路株式会社新潟支社 

信越工事事務所長 齊 郷 範 明 

 

１ ． 業務概要 

（ １ ） 業 務 名   上信越自動車道 信濃町～上越間環境影響調査 

（ ２ ） 業務箇所   自） 長野県上水内郡信濃町大字野尻  ( STA. 321+56)  

至） 新潟県上越市大字中屋敷     ( STA. 697+12)  

（ ３ ） 業務内容等 本業務は、 上信越自動車道（ 信濃町～上越Ｊ Ｃ Ｔ 間） ４ 車線化の事業実施に伴う 動

植物の生態系に関する現状把握と自然環境保全対策について検討することを目的

とする。  

（ ４ ） 業務内容 

動植物の生態系調査            １ 式 

自然環境調査               １ 式 

動物生息影響調査             １ 式 

動物侵入影響調査             １ 式 

自然景観影響調査             １ 式 

技術検討会の運営             １ 式 

（ ５ ） 履行期間  契約保証取得の日の翌日から３ ９ ０ 日間 

 

２ ． 競争参加資格 

本業務にかかる競争に参加するためには、次に掲げる条件をすべて満足し 、かつ契約責任者による

競争参加資格確認の結果、 競争参加資格が有ると認められる必要がある。  

（ １ ） 「 東日本高速道路株式会社契約規程実施細則（ 平成１ ７ 年細則第１ ６ 号） 」 第６ 条の規定に該当

しない者であること 。  

（ ２ ） 東日本高速道路株式会社（ 以下「 当社」 という ） による「 平成２ ３ ・ ２ ４ 年度調査等競争参加資

格審査」 において、 「 環境調査」 の認定を受けていること 。  

（ ３ ） 会社更生法（ 平成１ ４ 年法律第１ ５ ４ 号） に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は

民事再生法（ 平成１ １ 年法律第２ ２ ５ 号） に基づき再生手続開始の申立てがなされている者につい

ては、 手続開始の決定後、 改めて（ ２ ） の競争参加資格の再認定を受けていること 。  

（ ４ ） 記４ （ ２ ） に示す参加表明書の提出期間の最終日から契約相手方決定の日までの期間に、 「 競争

参加資格停止等事務処理要領の制定について（ 平成１ ８ 年８ 月７ 日東高契第２ ６ ９ 号）」に基づき、

当社から「 地域４ 」 において競争参加資格停止を受けている者でないこと 。  

（ ５ ） 企業及び配置予定管理技術者に求める業務の実績、 経験、 資格、 手持ち業務量 

イ． 企業に対する要件は、 下記のとおり とする。  

本業務に参加希望する企業は、 下記に示される「 同種又は類似業務」 について、 平成１ ４ 年度

以降に完了した業務から、 １ 件の実績を有さなければならない。  

同種業務： 道路事業における自然環境（ 植物） 調査及び自然環境（ 動物） 調査 

類似業務： 自然環境調査 

ロ． 配置予定管理技術者に対する要件は、 下記のとおり とする。  

①技術者資格 

下記a)～c)のいずれかの資格を有さなければならない。  



a)技術士[総合技術監理部門（ 環境部門－環境保全計画、 自然環境保全、 環境影響評価） 、

（ 建設部門－建設環境）]のいずれかの資格を有し、技術士法による登録を行っている者。 

b)技術士［ （ 環境部門－環境保全計画、 自然環境保全、 環境影響評価） 、 (建設部門－建

設環境） ]のいずれかの資格を有し 、 技術士法による登録を行っている者。 ただし、 平

成１ ３ 年度以降の技術士試験合格者にあっては、７ 年以上の技術的業務の実務経験を有

し 、 かつ業務に該当する部門に４ 年以上従事している者。  

c)Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ（ 建設環境部門） の資格を有し、 Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ資格制度規程による登録を行ってい

る者。  

      （ ※１ ） なお、 外国資格を有する技術者（ ＷＴ Ｏ協定締約国又は日本国に対し建設市場

が開放的であると認められる国又は地域の業者に所属する技術者に限る。）については、

あらかじめ技術士相当又はＲＣ Ｃ Ｍ相当の旧建設大臣認定又は国土交通大臣認定（ 総合

政策局建設振興課） を受けていること 。  

また、 参加表明書の提出期間の最終日までに当該認定を受けていない場合にも参加表

明書を提出することができるが、 この場合は、 参加表明書提出時に当該認定の申請書の

写しを提出するものとし 、 当該企業が選定を受けるためには選定通知の日までに大臣認

定を受け、 認定書の写しを提出しなければならない。  

②必要とされる同種又は類似業務の経験 

配置予定管理技術者は、 下記に示される「 同種又は類似業務」 について、 平成１ ４ 年度以降

に完了した業務から、 １ 件の経験を有さなければならない。  

同種業務： 道路事業における自然環境（ 植物） 調査及び自然環境（ 動物） 調査 

類似業務： 自然環境調査 

③手持ち業務量（ 手続開始公告日現在の手持ち業務量）  

１ 件の契約金額が５ ０ ０ 万円以上の管理技術者又は担当技術者として従事している手持ち

業務について、 次のいずれかに該当しない者であること 。  

a)契約金額の合計が４ 億円以上 

b)契約件数の合計が１ ０ 件以上 

なお、「 低入札価格調査対象業務」がある場合は、次のいずれかに該当しない者であること 。  

a)契約金額の合計が２ 億円以上 

b)契約件数の合計が５ 件以上 

（ ６ ） 審査基準日から見積合わせを経て契約の相手方決定の日までの期間（ 期首及び期末の日を含む）

において、下記に示す施工管理業務の請負人、当該施工管理業務の請負人と資本若し く は人事面に

おいて関連のある者、 当該施工管理業務の担当技術者の出向・ 派遣元、 当該施工管理業務の担当技

術者の出向・ 派遣元と資本若し く は人事面において関連がある者として、本業務の発注に関与した

者でないこと 、又は現に下記に示す施工管理業務の請負人、当該施工管理業務の請負人と資本若し

く は人事面において関連のある者、 当該施工管理業務の担当技術者の出向・ 派遣元、 当該施工管理

業務の担当技術者の出向・ 派遣元と資本若し く は人事面において関連がある者でないこと 。  

イ． 「 資本若し く は人事面において関連がある者」 とは、 次の①又は②に該当する者である。  

①当該請負人若し く は下請負人の発行済株式総数の１ ０ ０ 分の５ ０ を超える株式を有し 、又はそ

の出資の総額の１ ０ ０ 分の５ ０ を超える出資をしている者。  

②業者の代表権を有する役員が当該請負人若し く は下請負人の代表権を有する役員を兼ねてい

る場合における当該業者。  

ロ． 施工管理業務の請負人 

上記に示した施工管理業務の業務名及び請負人は次に示すとおりである。  

施工管理業務名 施工管理業務請負人 

平成24年度保全点検業務等 

信越工事事務所工務課施工管理業務 

親不知波浪対策施工管理業務 

 

㈱ネクスコ・ エンジニアリ ング新潟 

（ ７ ）審査基準日から見積合わせを経て契約の相手方決定の日までの期間（ 期首及び期末の日を含む。）



において、 本業務に参加しよう とする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと

（ 共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く ） 。 なお、 上記の関係がある場合に、 辞退

する者を決めることを目的に当事者間で連絡を取ることは、入札者に対する指示書（ 本業務では、

【 郵送入札】 《 調査等》 を用いるものとする。 ） １ ［ １ ］ 入札手続の公正性・ 透明性の確保に関

するお願いの（ １ ） の記載に抵触するものではないことに留意すること 。  

イ． 資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。 ただし 、 子会社（ 会社法第2条第3号に規定する子会社

をいう 。 以下、 このイ． 資本関係の記載中において同じ。 ） 又は子会社の一方が更生会社又は再

生手続が存続中の会社である場合は除く 。  

①親会社（ 会社法第2条第4号に規定する親会社をいう 。 以下、 このイ． 資本関係の記載中にお

いて同じ 。 ） と子会社の関係にある場合 

②親会社を同じ く する子会社同士の関係にある場合 

ロ． 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。 ただし 、 ①については、 会社の一方が更生会社又は

再生手続が存続中の会社である場合は除く 。  

①一方の会社の役員（ 以下に掲げる定義に該当する者をいう 。 以下、 このロ． 人的関係の記載

中において同じ。 ） が、 他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

②一方の会社の役員が、 他方の会社の管財人（ 以下に掲げる定義に該当する者をいう 。 ） を現

に兼ねている場合 

【 役員の定義】  

    a)会社の代表権を有する取締役（ 代表取締役）  

    b)取締役（ 社外取締役を含む。 ただし 、 委員会等設置会社の取締役を除く 。 ）  

    c)委員会等設置会社における執行役又は代表執行役 

   【 管財人の定義】  

    会社更生法第67条第1項又は民事再生法第64条第2項の規定により選任された管財人 

ハ． その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記イ． 又はロ． と同視しう る資本関係又は人的関係があると認められる場合。  

 （ ８ ） 競争参加者として必要な要件についての審査基準日は、 記２ （ ５ ） ロ①及び③を除き、 参加表

明書の提出期間の最終日とする。  

 

３ ． 契約関係手続きに関する担当部署等 

（ １ ） 担当部署 

  東日本高速道路株式会社 新潟支社 信越工事事務所 庶務課 

  （ 住  所） 〒９ ４ ３ － ０８ ３ ２  新潟県上越市本町５ 丁目５ 番９ 号ランド ビル４ 階 

（ 電 話番 号） ０ ２ ５ － ５２ ５ －１ １ ２ １  

（ ２ ） 設計図書等の交付期間、 場所及び方法 

   設計図書等は本業務の参加希望者に以下のとおり交付する。  

イ． 交付期間： 手続開始公告の日から平成２ ４ 年１ ２ 月１ ０ 日（ 月） まで。  

ロ． 交付方法： 手続開始公告の写し 、 金抜設計書、 特記仕様書、 図面等、 調査等請負契約書、 入札

者に対する指示書（ 本業務では、 【 郵送入札】 《 調査等》 を用いるものとする。 ）

及び調査等共通仕様書等の設計図書については当社ホームページからダウンロー

ド により 入手する方式とする。  

（ ３ ） 手続開始公告等に対する質問及び回答 

イ． 手続開始公告及び設計図書等に対する質問がある場合は、 次に従い書面（ 様式は自由） により

提出すること 。  

①提出期間： 手続開始公告の日から平成２ ４ 年１ ２ 月２ ５ 日（ 火） までの土曜日、 日曜日及び祝

日を除く 毎日、 午前１ ０ 時から午後４ 時まで。  

②提出場所： 記３ （ １ ） に示す担当部署。  



③提出方法： 持参又は郵送（ 書留郵便に限る） によること 。 普通郵便・ 電送によるものは受け付

けない。 （ 郵送にて送付する場合は、 提出期間内に必着すること 。 ） なお、 文書に

は窓口担当部署、 氏名、 電話番号及びＦ Ａ Ｘ 番号を併記するものとする。  

ロ． 提出された質問に対する回答は、 質問を受理した日の翌日から５ 日以内（ 行政機関の休日は含

まない。 ） に、 次のとおり 当社ホームページでの閲覧に供する。  

①閲覧期間： 回答書閲覧開始の日から見積合わせの日まで。  

②閲覧場所： 当社ホームページの本公告の掲載箇所「 その他契約情報」 で閲覧に供する。  

 

４ ． 参加表明書の提出及び作成等に関する事項 

  本業務に参加を希望する企業は、 下記に示す事項に留意のう え参加表明書を作成し提出すること 。 

（ １ ） 参加表明書において企業並びに配置予定管理技術者及び配置予定現場作業責任者に求める業務の

実績、 経験、 資格及び手持ち業務量 

企業並びに配置予定管理技術者及び配置予定現場作業責任者に対する要件はそれぞれ下記のとお

り とする。 なお、 管理技術者は現場作業責任者を兼ねることができるものとする。  

イ． 参加表明者に対する要件は、 下記のとおり とする。  

本業務に参加希望する企業は、 下記に示される「 同種又は類似業務」 について、 平成１ ４ 年度

以降に完了した業務から、 １ 件の実績を有さなければならない。  

同種業務： 道路事業における自然環境（ 植物） 調査及び自然環境（ 動物） 調査 

類似業務： 自然環境調査 

ロ． 配置予定管理技術者及び配置予定現場作業責任者に対する要件は、 下記のとおり とする。  

①技術者資格 

下記a)～c)のいずれかの資格を有さなければならない。  

a)技術士[総合技術監理部門（ 環境部門－環境保全計画、自然環境保全、環境影響評価） 、

（ 建設部門－建設環境） ]のいずれかの資格を有し、技術士法による登録を行っている者。  

b)技術士［ （ 環境部門－環境保全計画、 自然環境保全、 環境影響評価） 、 (建設部門－建

設環境） ]のいずれかの資格を有し 、 技術士法による登録を行っている者。 ただし、 平

成１ ３ 年度以降の技術士試験合格者にあっては、７ 年以上の技術的業務の実務経験を有

し 、 かつ業務に該当する部門に４ 年以上従事している者。  

c)Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ（ 建設環境部門） の資格を有し、 Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ資格制度規程による登録を行ってい

る者。  

      （ ※１ ） なお、 外国資格を有する技術者（ ＷＴ Ｏ協定締約国又は日本国に対し建設市場

が開放的であると認められる国又は地域の業者に所属する技術者に限る。）については、

あらかじめ技術士相当又はＲＣ Ｃ Ｍ相当の旧建設大臣認定又は国土交通大臣認定（ 総合

政策局建設振興課） を受けていること 。  

また、 参加表明書の提出期間の最終日までに当該認定を受けていない場合にも参加表

明書を提出することができるが、 この場合は、 参加表明書提出時に当該認定の申請書の

写しを提出するものとし 、 当該企業が選定を受けるためには選定通知の日までに大臣認

定を受け、 認定書の写しを提出しなければならない。  

②同種又は類似業務の経験 

配置予定管理技術者及び配置予定現場作業責任者は、 下記に示される「 同種又は類似業務」

について、 平成１ ４ 年度以降に完了した業務から、 １ 件の経験を有さなければならない。  

同種業務： 道路事業における自然環境（ 植物） 調査及び自然環境（ 動物） 調査 

類似業務： 自然環境調査 

③手持ち業務量（ 手続開始公告日現在の手持ち業務量）  

配置予定管理技術者は、１ 件の契約金額が５ ０ ０ 万円以上の管理技術者又は担当技術者とし

て従事している手持ち業務について、 次のいずれかに該当しない者であること 。  

a)契約金額の合計が４ 億円以上 

b)契約件数の合計が１ ０ 件以上 



なお、「 低入札価格調査対象業務」がある場合は、次のいずれかに該当しない者であること 。  

a)契約金額の合計が２ 億円以上 

b)契約件数の合計が５ 件以上 

（ ２ ） 参加表明書の提出期間、 場所及び方法等 

イ． 提出期間： 手続開始公告の日から平成２ ４ 年１ ２ 月１ ０ 日（ 月） までの土曜日、 日曜日及び祝

日を除く 毎日、 午前１ ０ 時から午後４ 時まで。  

ロ． 提出場所： 記３ （ １ ） に示す担当部署。  

ハ． 提出方法： ２ 部（ 正１ 部、 写１ 部） を持参又は郵送（ 書留郵便に限る。 ） によること 。 普通郵

便・ 電送によるものは受け付けない。（ 郵送にて送付する場合は、提出期間内に必着すること 。）  

なお、 提出期限以降の追加提出及び差替は認めないため、 提出の際は不足・ 齟齬がないよう 十分

確認の上、 提出すること 。  

（ ３ ） 参加表明書の作成及び記載上の留意事項 

イ． 参加表明書の作成方法 

参加表明書の様式は、 参加表明書様式－１ ～５ と し 、 それぞれＡ ４ 判１ 枚以内とする。 なお、

文字サイズは１ ０ ポイント 以上とする。  

ロ． 参加表明書の内容に関する記載上の留意事項 

下記に示す様式に記載がない場合及び作成にかかる留意事項で求めた添付書類がない場合は

技術提案書の提出者に選定しない。  

表明書（ 様式）  作成にかかる留意事項 
参加表明書 

（ 参加表明書様式－１ ）  

◇提出者欄を全て記載し 、 社印を押印の上提出すること 。  

◇参加表明書の問合せのため、 作成者連絡先を全て記載すること 。 なお、 作成者が提

出者と同じ場合でも省略しないこと 。  

◇提出年月日の記載がない場合は受理しないことがある。  

企業の同種又は類似業務の実

績 

（ 参加表明書様式－２ ）  

◇記4( 1) ｲ. に示す競争参加資格を満たす業務実績を記載すること 。  

◇同種業務を優先的に記載し次の資料を添付すること 。  

①同種又は類似業務の実績として記載した業務内容を把握できる契約書類の写し 。  

  ただし 、 当該業務が、 「 測量調査設計業務実績情報システム（ テクリ ス） （ 以 下

「 テクリ ス」 という 。 ） に登録されており 業務内容を把握できる場合は、 その写

しを添付し 、 契約書類の写しを添付する必要はない。 また、 契約書類の写しやテ

クリ スで業務内容が確認できない場合は、 別途確認できる資料を添付すること 。  

②当該業務が完了したことを証する発注機関から発行された書類の写し （ 成績評定

通知書（ 成績評定通知書がない場合は、 認定書） ） を添付するものとする。 なお、

平成17年10月1日以降にNEXCO東日本において完成・ 引渡しが完了した調査等であ

って、 天災など受注者の責めによらないやむを得ない事情により 、 評定点合計が

記載された発注者からの通知文書（ 写し ） を添付することができない場合は、 記

3( 1)（ 契約担当部署） を通じてNEXCO東日本に対し評定点合計を参加表明書の提出

期限5日前（ 休日を除く ） までに照会することができる。なお、照会にあたっては

契約担当部署に問合せの上、必要書類を参加表明書の提出期限5日前（ 休日を除く ）

までに書留郵便又は持参により 提出すること 。  

◇記載にあたっては、 参加表明書様式-2に示す《 記載上の注意事項》 に従う こと 。  

配置予定管理技術者及び配置

予定現場作業責任者の資格等 

（ 参加表明書様式－３ －１  

参加表明書様式－３ －２ ）  

◇記4( 1) ﾛ. ①に示す競争参加資格を満たす技術者資格を有する技術者を記載するこ

と 。  

◇記載した資格を有していることを証する登録証等の写しを添付すること 。  

◇手持ち業務は、 手続開始の公告日を基準日として、 1件の契約金額が500万円以上の

管理技術者又は担当技術者として従事している手持ち業務がある場合に記載する

ものとする。  

◇記載にあたっては、 参加表明書様式-3-1、 3-2に示す《 記載上の注意事項》 に従う こ

と 。  

配置予定管理技術者及び配置

予定現場作業責任者の同種又

は類似業務の経験 

（ 参加表明書様式－４ －１  

 参加表明書様式－４ －２ ）  

◇記4( 1) ﾛ. ②に示す競争参加資格を満たす業務経験を記載すること 。  

 ①管理技術者、 現場作業責任者、 担当技術者として従事した業務経験を記載するこ

と 。  

◇同種業務を優先的に記載し次の資料を添付すること 。  

①同種又は類似業務の経験として記載した業務内容を把握できる契約書類の写し 。  

  ただし 、 当該業務が、 テクリ スに登録されており 業務内容を把握できる場合は、

その写しを添付し 、 契約書類の写しを添付する必要はない。 また、 契約書類の写

しやテクリ スで業務内容が確認できない場合は、 別途確認できる資料を添付する



こと 。  

②当該業務が完了したことを証する発注機関から発行された書類の写し（ 成績評定

通知書（ 成績評定通知書がない場合は、認定書） ） を添付するものとする。なお、

平成17年10月1日以降にNEXCO東日本において完成・ 引渡しが完了した調査等であ

って、 前所属企業の破産または自主廃業もし く は天災など受注者の責めによらな

いやむを得ない事情により 、 評定点合計が記載された発注者からの通知文書（ 写

し ） を添付することができない場合は、 記3( 1) （ 契約担当部署） を通じてNEXCO

東日本に対し評定点合計を参加表明書の提出期限5日前（ 休日を除く ） までに照

会することができる。 なお、 照会にあたっては契約担当部署に問合せの上、 必要

書類を参加表明書の提出期限5日前（ 休日を除く ） までに書留郵便又は持参によ

り 提出すること 。  

◇記載にあたっては、 参加表明書様式-4-1、 4-2に示す《 記載上の注意事項》 に従う こ

と 。  

業務実施体制 
（ 参加表明書様式－５ ）  

◇参加表明者単独により 、 業務を実施する場合には「 予定無し 」 と記載する。 （ 調査

等共通仕様書1-19-2に示す「 軽微な部分の再委任」 である場合を含む。 ）  

◇他の建設コンサルタンﾄ等に本業務の一部を再委任する場合又は学識経験者等の技

術協力を受けて業務を実施する場合は、 再委任の具体的内容を記載するとともに、

再委任先又は協力先、 その理由（ 企業の技術的特徴など） を記載すること 。  

◇調査等共通仕様書1-19-1に示す「 主たる部分」 ・ 1-47-2に示す「 秘密保持に係る部

分」 を再委任してはならない。  

◇記載にあたっては、 参加表明書様式-5に示す《 記載上の注意事項》 に従う こと 。  

 

（ ４ ） 技術提案書の提出者を選定するための評価基準 

参加表明書の評価項目等は以下のとおりである。  

評価 

項目 
評価の着眼点 評価基準 配点 

参
加
表
明
者
の
実
績
及
び
能
力 

実
績
等 

専
門
技
術
力 

 

成
果
の
確
実
性 

同種又は類似

業務の実績 

◇下記の順位で評価する。  

①同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完

了したＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ東日本の業務。  

②同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完

了した他のＮＥ Ｘ Ｃ Ｏの業務。  

③同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完

了したＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ （ 東、 中、 西） 以外の他機関の業務。  

④業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完了し

た類似業務の場合。 （ 類似業務の場合は発注機関は問わ

ない）  

⑤上記①･②･③･④に該当しない場合は加点しない。  

 

①２ ０ 点 

 

②１ ６ 点 

 

③１ ２ 点 

 

④ ８ 点 

 

 

⑤ ０ 点 

成
績 

専
門
技
術
力 

 

成
果
の
確
実
性 

同種又は類似

業務の成績 

◇下記のとおり 評価する。  

・ 同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完了

した業務の成績評定点について、以下の計算式で算出する。 

  計算式＝１ ０ ． ０ ×係数１ ×係数２  

 （ 係数１ ）  

  成績評定点 

   ９ ０ 点以上    ： １ ． ０  

   ８ ５ ～９ ０ 点未満 ： ０ ． ８  

   ８ ０ ～ ８５ 点 未 満 ： ０ ． ５  

   ８ ０ 点未満    ： ０  （ 評価しない）  

 （ 係数２ ）  

   Ｎ Ｅ Ｘ Ｃ Ｏ東日本実績の場合    ： １ ． ０  

   Ｎ Ｅ Ｘ Ｃ Ｏ中・ 西日本実績の場合  ： ０ ． ８  

   他機関実績の場合         ： ０ ． ６  

・ 以下の場合は加点しない 

①類似業務 

②同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完了

した業務で成績評定点が８ ０ 点未満の業務 

③同種業務実績が平成１ ７ 年９ 月３ ０ 日以前に受渡しが完了

した業務 

④成績評定表の添付がない場合 

１ ０ ． ０  

 ～０ 点 



事故及び不誠実な行為 ◇以下に該当する場合に評価を減する。  

①平成２ ３ 年１ ２ 月１ ０ 日から審査基準日（ 平成２ ４ 年１

２ 月１ ０ 日） までにＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ東日本から当該業種に係

る「 競争参加資格停止」 を受けた。  

②平成２ ３ 年１ ２ 月１ ０ 日から審査基準日（ 平成２ ４ 年１

２ 月１ ０ 日） までにＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ東日本から当該業種に係

る「 文書警告」 を受けた。  

③平成２ ３ 年１ ２ 月１ ０ 日から審査基準日（ 平成２ ４ 年１

２ 月１ ０ 日） までにＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ東日本から当該業種に係

る「 口頭注意」 を受けた。  

 

①－５ 点 

 

 

②－２ 点 

 

 

③－１ 点 

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
経
験
等 

資
格
要
件 

技
術
者
資
格
等 

技術者資格等、

その専門分野 

◇下記の順位で評価する。 なお、 外国資格を有する者につい

ては、 あらかじめ技術士相当又はＲＣ Ｃ Ｍ相当との旧建設

大臣認定又は国土交通大臣認定を受けている者を評価す

る。  

①技術士[総合技術監理部門（ 環境部門－環境保全計画、

自然環境保全、環境影響評価）、（ 建設部門－建設環境） ]

のいずれかの資格を有し 、技術士法による登録を行って

いる者。  

②技術士[（ 環境部門－環境保全計画、 自然環境保全、 環

境影響評価） 、 （ 建設部門－建設環境） ]のいずれかの

資格を有し 、 技術士法による登録を行っている者。 ただ

し 、 平成１ ３ 年度以降の技術士試験合格者にあっては、

７ 年以上の技術的業務の実務経験を有し 、かつ業務に該

当する部門に４ 年以上従事している者。  

③ＲＣ Ｃ Ｍ（ 建設環境部門） の資格を有し 、 Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ資格

制度規程による登録を行っている者。  

④上記①・ ②・ ③に該当しない場合は選定しない。  

 

 

 

 

①２ ０ 点 

 

 

 

②１ ６ 点 

 

 

 

 

 

③ ８ 点 

 

④非選定 

専
門
技
術
力 

業
務
執
行
技
術
力 

 同種又は類似

業務の経験 

 

◇下記の順位で評価する。  

①同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完

了したＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ東日本の業務。  

②同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完

了した他のＮＥ Ｘ Ｃ Ｏの業務。  

③同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完

了したＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ （ 東、 中、 西） 以外の他機関の業務。  

④業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完了し

た類似業務の場合。 （ 類似業務の場合は発注機関は問わ

ない）  

⑤上記①･②･③･④に該当しない場合は加点しない。  

 

①２ ５ 点 

 

②２ ０ 点 

 

③１ ５ 点 

 

④１ ０ 点 

 

 

⑤ ０ 点 

手
持
ち
業
務 

手持ち業務金

額及び件数 

◇下記項目に該当する場合には選定しない。  

・ １ 件の契約金額が５ ０ ０ 万円以上の管理技術者又は担当技

術者として従事している手持ち業務について、 次のいずれ

かに該当する場合。  

①契約金額の合計が４ 億円以上 

②契約件数の合計が１ ０ 件以上 

なお、 手持ち業務について、 「 低入札価格調査対象業務」 が

ある場合は①契約金額の合計が２ 億円以上、 ②契約件数の合

計が５ 件以上とする。  

該当なし  

  ： 適 

 

該当あり  

 ： 非選定 



成
績 

専
門
技
術
力 

業
務
執
行
技
術
力 

 同種又は類似

業務の成績 

◇下記のとおり 評価する。  

・ 同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完了

した業務の成績評定点について、以下の計算式で算出する。 

  計算式＝１ ０ ． ０ ×係数１ ×係数２  

 （ 係数１ ）  

  成績評定点 

   ９ ０ 点以上    ： １ ． ０  

   ８ ５ ～９ ０ 点未満 ： ０ ． ８  

   ８ ０ ～ ８５ 点未満 ： ０ ． ５  

   ８ ０ 点未満    ： ０  （ 評価しない）  

 （ 係数２ ）  

   Ｎ Ｅ Ｘ Ｃ Ｏ東日本実績の場合    ： １ ． ０  

   Ｎ Ｅ Ｘ Ｃ Ｏ中・ 西日本実績の場合  ： ０ ． ８  

   他機関実績の場合         ： ０ ． ６  

・ 以下の場合は加点しない 

①類似業務 

②同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完了

した業務で成績評定点が８ ０ 点未満の業務 

③同種業務実績が平成１ ７ 年９ 月３ ０ 日以前に受渡しが完了

した業務 

④成績評定表の添付がない場合 

１ ０ ． ０  

 ～０ 点 

配
置
予
定
現
場
作
業
責
任
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
経
験
等 

資
格
要
件 

技
術
者
資
格
等 

技術者資格等、

その専門分野 

（ 配置予定管

理技術者と同

一可）  

◇下記の順位で評価する。 なお、 外国資格を有する者につい

ては、 あらかじめ技術士相当又はＲＣ Ｃ Ｍ相当との旧建設

大臣認定又は国土交通大臣認定を受けている者を評価す

る。  

①技術士[総合技術監理部門（ 環境部門－環境保全計画、

自然環境保全、環境影響評価）、（ 建設部門－建設環境） ]

のいずれかの資格を有し 、技術士法による登録を行って

いる者。  

②技術士[（ 環境部門－環境保全計画、 自然環境保全、 環

境影響評価） 、 （ 建設部門－建設環境） ]のいずれかの

資格を有し 、 技術士法による登録を行っている者。 ただ

し 、 平成１ ３ 年度以降の技術士試験合格者にあっては、

７ 年以上の技術的業務の実務経験を有し 、かつ業務に該

当する部門に４ 年以上従事している者。  

③ ＲＣ Ｃ Ｍ（ 建設環境部門） の資格を有し 、 Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ資格

制度規程による登録を行っている者。  

④上記①・ ②・ ③に該当しない場合は選定しない。  

 

 

 

 

① ５ 点 

 

 

 

② ４ 点 

 

 

 

 

 

③ ２ 点 

 

④非選定 

専
門
技
術
力 

業
務
執
行
技
術
力 

 同種又は類似

業務の経験 

 

◇下記の順位で評価する。  

①同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完

了したＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ東日本の業務。  

②同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完

了した他のＮＥ Ｘ Ｃ Ｏの業務。  

③同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完

了したＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ （ 東、 中、 西） 以外の他機関の業務。  

④業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完了し

た類似業務の場合。 （ 類似業務の場合は発注機関は問わ

ない）  

⑤上記①･②･③･④に該当しない場合は加点しない。  

 

①１ ０ 点 

 

② ８ 点 

 

③ ６ 点 

 

④ ４ 点 

 

 

⑤ ０ 点 

業
務
実
施
体
制 

業務実施体制の妥当性 ◇下記項目に該当する場合には選定しない。  

・ 再委任の内容が主たる部分もし く は秘密の保持に係る部

分である場合。  

・ 業務の分担構成が不明瞭又は不自然な場合。  

なお、 「 主たる部分」 、 「 秘密の保持に係る部分」 とは、

次のことをいう 。  

 ・ 「 主たる部分」 ： 調査等共通仕様書１ － １９ － １に示す

部分 

 ・ 「 秘密の保持に係る部分」 ： 調査等共通仕様書１ － ４７

－２ に示す部分 

該当なし  

  ： 適 

 

該当あり  

  ： 非選定 

小  計 １ ０ ０ 点 



 

（ ５ ） 技術提案書の提出者の選定 

イ． 技術提案書の提出者の選定方法は、 参加表明書を提出した者の中から上記（ ４ ） の評価基準に

より 評価し上位３ 者を選定する。 ただし 、 評価が同点の提出者が３ 者を超えて存在する場合には

この限り ではない。 なお、 技術提案書の提出者として選定した者には、 選定通知書をもって通知

する。  

ロ． 通知する日は平成２ ４ 年１ ２ 月２ ０ 日（ 木） までを予定とする。  

（ ６ ） 非選定理由に関する事項 

イ． 参加表明書を提出した者のう ち、 技術提案書の提出者として選定されなかった者に対しては、

選定されなかった旨とその理由（ 非選定理由） を書面（ 非選定通知書） により 通知する。  

ロ． 通知する日は平成２ ４ 年１ ２ 月２ ０ 日（ 木） までを予定とする。  

ハ．上記イ．の通知を受けた者は、通知日の翌日から起算して７ 日（ 行政機関の休日を含まない。）

以内に、 書面（ 様式は自由） により 、 契約責任者に対して非選定理由について説明を求めること

ができる。  

ニ． 上記ハ． の回答は、 説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５ 日以内（ 行政機関

の休日を含まない。 ） に書面により行う 。  

ホ． 非選定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。  

①受付場所： 記３ （ １ ） に示す担当部署。  

②受付時間： 土曜日、 日曜日及び祝日を除く 毎日、 午前１ ０ 時から午後４ 時まで。  

ヘ． 上記ニ． の回答に不服がある者は、 同回答の通知日の翌日から起算して７ 日以内（ 行政機関の

休日を含まない。）に書面により 、契約責任者に対して再苦情を申し立てることができる。なお、

再苦情申立てに係る審議は新潟支社入札監視委員会が行う 。  

 

５ ． 技術提案書の提出及び作成に関する事項 

  記４（ ５ ）により選定された者は、下記に示す事項に留意のう え技術提案書を作成し提出すること 。  

（ １ ） 技術提案書において求める配置予定管理技術者、 配置予定現場作業責任者の業務の資格及び経験 

配置予定管理技術者技術者、 配置予定現場作業責任者に対する要件は、 それぞれ下記のとおり と

する。 なお、 管理技術者は現場作業責任者を兼ねることができるものとする。  

イ． 技術者資格 

配置予定管理技術者及び配置予定現場作業責任者は下記①～③のいずれかの資格を有さな

ければならない。  

①技術士[総合技術監理部門（ 環境部門－環境保全計画、 自然環境保全、 環境影響評価） 、

（ 建設部門－建設環境）]のいずれかの資格を有し、技術士法による登録を行っている者。 

②技術士［ 建設部門（ 環境部門－環境保全計画、 自然環境保全、 環境影響評価） 、 （ 建設

部門－建設環境） ]のいずれかの資格を有し 、 技術士法による登録を行っている者。 た

だし 、 平成１ ３ 年度以降の技術士試験合格者にあっては、 ７ 年以上の技術的業務の実務

経験を有し、 かつ業務に該当する部門に４ 年以上従事している者。  

③ＲＣ Ｃ Ｍ（ 建設環境部門） の資格を有し、 Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ資格制度規程による登録を行ってい

る者。  

      （ ※１ ） なお、 外国資格を有する技術者（ ＷＴ Ｏ協定締約国又は日本国に対し建設市場

が開放的であると認められる国又は地域の業者に所属する技術者に限る。）については、

あらかじめ技術士相当又はＲＣ Ｃ Ｍ相当の旧建設大臣認定又は国土交通大臣認定（ 総合

政策局建設振興課） を受けていること 。  

また、 参加表明書の提出期間の最終日までに当該認定を受けていない場合にも参加表

明書を提出することができるが、 この場合は、 参加表明書提出時に当該認定の申請書の

写しを提出するものとし 、 当該企業が選定を受けるためには選定通知の日までに大臣認

定を受け、 認定書の写しを提出しなければならない。  

ロ． 同種又は類似業務の経験 



配置予定管理技術者及び配置予定現場作業責任者は、 それぞれ下記に示される「 同種又は類

似業務」 について、 平成１ ４ 年度以降に完了した業務から、 １ 件の経験を有さなければならな

い。  

同種業務： 道路事業における自然環境（ 植物） 調査及び自然環境（ 動物） 調査 

類似業務： 自然環境調査 

（ ２ ） 技術提案書の提出期間、 場所及び方法等 

イ． 提出期間： 記４ （ ５ ） の選定通知日から平成２ ５ 年１ 月１ ０ 日（ 木） までの土曜日、 日曜日及

び祝日を除く 毎日、 午前１ ０ 時から午後４ 時まで。  

ロ． 提出場所： 記３ （ １ ） に示す担当部署。  

ハ． 提出方法： ６ 部（ 正１ 部、 写５ 部） を持参又は郵送（ 書留郵便に限る。 ） によること 。 普通郵

便・ 電送によるものは受け付けない。（ 郵送にて送付する場合は、 提出期間内に必

着すること 。 ）  

（ ３ ） 技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

イ． 技術提案書の作成上の基本事項 

本方式における技術提案書は、 調査、 検討及び設計業務における具体的な取り 組み方法につい

て提案を求めるものであり 、 成果の一部の提出を求めるものではない。 なお、 下記 ハ． に示す

作成にかかる留意事項以外の内容を含む技術提案書については、提案を無効とする場合があるの

で注意すること 。  

ロ． 技術提案書の作成方法 

技術提案書の様式は技術提案書様式－１ ～３ と し 、 それぞれＡ ４ 判とする。 なお、 文字サイズ

は１ ０ ポイント 以上とする。  

ハ． 技術提案書の内容に関する留意事項 

    下記に示す様式に記載がない場合及び作成にかかる留意事項で求めた添付書類がない場合に

は特定しない。  

提案書（ 様式）  作成にかかる留意事項 
技術提案書 

(技術提案書様式－１ )  

◇提出者欄を全て記載し 、 社印を押印のう え提出すること 。  

◇技術提案書の問合せのため、 作成者連絡先を全て記載すること 。 なお、 作成者が提

出者と同じ場合でも省略しないこと 。  

◇提出年月日の記載がない場合は受理しないことがある。  

業務への取組み姿勢 

（ 技術提案書様式－２ ）  

◇業務への取組み姿勢を評価するため、 各項目に以下のとおり 記載する。  

①「 業務の実施方針」 には、 本調査等の業務内容や特徴を踏まえた業務を遂行する

ための着眼点を記載すること 。  

②本調査等の「 業務フロー、 工程計画」 について簡潔に記載すること 。  

◇記載にあたっては、 技術提案書様式-2に示す《 記載上の注意事項》 に従う こと 。  

参考見積 

（ 技術提案書様式－３ ）  
◇参考見積は、 技術提案書を特定するための評価及び積算の際の参考として用いる。  

◇見積を求める項目は対象金抜設計書に示すとおり とする。  

◇技術提案書様式-3と別に金抜設計書に基づき記載し 、 提出すること 。  

◇本業務の業務規模は総額23. 5百万円（ 税込み） 、 技術業務直接人件費の計8. 0百万円

（ 税抜き） 程度を想定している。 （ 以下「 参考業務規模」 という 。 ）  

◇記載にあたっては、 技術提案書様式-3に示す《 記載上の注意事項》 に従う こと 。  

※配置予定管理技術者及び配置予定現場作業責任者の資格等、同種又は類似業務の経験については、

参加表明書様式－３ －１ 、 ３ －２ 、 ４ －１ 、 ４ －２ で評価するため提出の必要はない。  

  ニ． 既存資料の閲覧  

技術提案書の作成にあたり 、 以下の資料を閲覧することができる。  

① 資料名 

関越自動車道 上越線（ 中野・ 信濃間） 環境影響評価報告書（ 昭和60年9月）  

関越自動車道 上越線（ 妙高高原町から中郷村間） 環境影響評価報告書（ 昭和60年9月）  

関越自動車道 上越線（ 中郷村～上越市間） 環境影響評価書（ 昭和63年11月）  

上信越自動車道 県境～中郷間造園基本設計報告書（ 平成7年3月）  

上信越自動車道 上越南地区造園基本設計報告書（ 平成9年3月）  



②閲覧場所： 東日本高速道路株式会社 新潟支社信越工事事務所 庶務課 

（ 住 所） 〒９ ４ ３ － ０８ ３ ２  新潟県上越市本町５ 丁目５ 番９ 号ランド ビル４階 

（ 電話番号） ０ ２ ５ －５ ２ ５ －１ １ ２ １  

③閲覧時期： 手続開始公告の日の翌日から技術提案書の提出期限の前日まで。 土曜日、 日曜日及

び祝日を除く 毎日、 午前１ ０ 時から午後４ 時まで。  

④その他 ： 閲覧を希望する者は、 事前に上記②に連絡し予約すること 。  

（ ４ ） 技術提案書の評価基準 

イ． 技術提案書の評価項目等は、 以下のとおり である。  

評価 

項目 
評価の着眼点 評価基準 配点 

配
置
予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
経
験
等 

資
格
要
件 

技
術
者
資
格
等 

技術者資格等、そ

の専門分野の内

容 

◇下記の順位で評価する。なお、外国資格を有する者につ

いては、あらかじめ技術士相当又はＲＣ Ｃ Ｍ相当との旧

建設大臣認定又は国土交通大臣認定を受けている者を

評価する。  

①技術士[総合技術監理部門（ 環境部門－環境保全計

画、 自然環境保全、 環境影響評価） 、 （ 建設部門－

建設環境） ]のいずれかの資格を有し 、 技術士法によ

る登録を行っている者。  

②技術士[（ 環境部門－環境保全計画、 自然環境保全、

環境影響評価） 、 （ 建設部門－建設環境） ]のいずれ

かの資格を有し 、 技術士法による登録を行っている

者。 ただし 、 平成１ ３ 年度以降の技術士試験合格者

にあっては、 ７ 年以上の技術的業務の実務経験を有

し 、 かつ業務に該当する部門に４ 年以上従事してい

る者。  

③ ＲＣ Ｃ Ｍ（ 建設環境部門） の資格を有し 、 Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ

資格制度規程による登録を行っている者。  

 

 

 

 

① １０ 点 

 

 

 

② ８ 点 

 

 

 

 

 

 

③ ４ 点 

専
門
技
術
力 

業
務
執
行
技
術
力 

同種又は類似業

務の経験 

◇下記の順位で評価する。  

①同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡し

が完了したＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ東日本の業務。  

②同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡し

が完了した他のＮＥ Ｘ Ｃ Ｏの業務。  

③同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡し

が完了したＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ（ 東、中、西） 以外の他機関の

業務。  

④業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完

了した類似業務の場合。（ 類似業務の場合は発注機関

は問わない）  

⑤上記①･②･③･④に該当しない場合は加点しない。  

 

① １０ 点 

 

② ８ 点 

 

③ ６ 点 

 

 

④ ４ 点 

 

 

⑤ ０ 点 

配
置
予
定
現
場
作
業
責
任
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
経
験
等 

資
格
要
件 

技
術
者
資
格
等 

技術者資格等、そ

の専門分野の内

容 

（ 配置予定管理

技術者と同一可） 

◇下記の順位で評価する。なお、外国資格を有する者につ

いては、あらかじめ技術士相当又はＲＣ Ｃ Ｍ相当との旧

建設大臣認定又は国土交通大臣認定を受けている者を

評価する。  

①技術士[総合技術監理部門（ 環境部門－環境保全計

画、 自然環境保全、 環境影響評価） 、 （ 建設部門－

建設環境） ]のいずれかの資格を有し 、 技術士法によ

る登録を行っている者。  

②技術士[（ 環境部門－環境保全計画、 自然環境保全、

環境影響評価） 、 （ 建設部門－建設環境） ]のいずれ

かの資格を有し 、 技術士法による登録を行っている

者。 ただし 、 平成１ ３ 年度以降の技術士試験合格者

にあっては、 ７ 年以上の技術的業務の実務経験を有

し 、 かつ業務に該当する部門に４ 年以上従事してい

る者。  

③ＲＣ Ｃ Ｍ（ 建設環境部門） の資格を有し 、 Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ

資格制度規程による登録を行っている者。  

 

 

 

 

 

① １ ０ 点 

 

 

 

②  ８ 点 

 

 

 

 

 

 

③  ４ 点 

 

  



専
門
技
術
力 

業
務
執
行
技
術
力 

同種又は類似業

務の経験 

◇下記の順位で評価する。  

①同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡し

が完了したＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ東日本の業務。  

②同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡し

が完了した他のＮＥ Ｘ Ｃ Ｏの業務。  

③同種業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡し

が完了したＮＥ Ｘ Ｃ Ｏ（ 東、中、西） 以外の他機関の

業務。  

④業務実績が平成１ ７ 年１ ０ 月１ 日以降に受渡しが完

了した類似業務の場合。（ 類似業務の場合は発注機関

は問わない）  

⑤上記①･②･③･④に該当しない場合は加点しない。  

 

①１ ０ 点 

 

② ８ 点 

 

③ ６ 点 

 

 

④ ４ 点 

 

 

⑤ ０ 点 

小計 ４ ０ 点 

 

（ ５ ） 技術提案書に関するヒアリ ング 

イ .  以下のとおり ヒアリングを行う 。  

①実施場所： 新潟支社信越工事事務所会議室 

②実施期間： 平成２ ５ 年１ 月１ ５ 日（ 火） 頃を予定 

ヒアリングの日時は協議の上、 決定する。  

③出席者： 配置予定管理技術者 

ロ． ヒアリング時の追加資料は受理しない。  

ハ.  ヒアリングでは技術提案書に記載された以下の事項について質疑応答を行う 。  

①配置予定管理技術者の経歴及び業務実績について  

②業務への取り組み姿勢(業務の実施方針、 実施フロー、 実施体制、 工程計画)について 

③その他 

ニ． ヒアリングの評価項目等は、 以下のとおり である。  

評価項目 評価基準 配 点 

業 務 への 取

組姿勢 

業務理解度 ◇本業務の目的、 条件、 内容の理解度が高い場合に評価する。  

 
１ ０ ～０ 点 

実施手順 ◇業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位に評

価する。  

 
１ ５ ～０ 点 

◇業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に優位に

評価する。  

 

１ ５ ～０ 点 

その他 ◇有益な代替案、 重要事項の指摘がある場合に優位に評価する。  

 
２ ０ ～０ 点 

参考見積 ◇次に該当する場合は特定しない。  

 ・ 提示した参考業務規模に対し総額又は技術業務直接人件費の計

が１ ０ ％を超える見積である場合 

 ・ 業務内容に対して見積が不適切な場合 

 

該当なし  

： 適 

該当あり  

： 非特定 

小計 ６ ０ 点 

合計 １ ０ ０ 点 

 

（ ６ ） 見積者の特定 

イ .  上記（ ４ ） に示す技術提案書の評価点と上記（ ５ ） に示す技術提案書に関するヒアリングの評

価点の合計点数が、 最も高い者を見積者として特定する。  

ロ .  特定された者に対しては、 特定された旨を書面により 通知する。  

ハ． 通知する日は平成２ ５ 年１ 月３ １ 日（ 木） までを予定とする。  

（ ７ ） 非特定理由に関する事項 



イ .  見積者に特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨とその理由(非特定理由)を書面

(非特定通知書)により 通知する。  

ロ． 通知する日は平成２ ５ 年１ 月３ １ 日（ 木） までを予定とする。  

ハ.  上記イ . の通知を受けた者は、 通知日の翌日から起算して７ 日以内(行政機関の休日を含まな

い)に、 書面(様式は自由)により 、 契約責任者に対して非特定理由について説明を求めること

ができ  

ニ .  上記ハ. の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して５ 日以内(行政機関の

休日を含まない。 )に書面により行う 。  

ホ .  非特定理由の説明書請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。  

①受付場所： 記３ （ １ ） に示す担当部署。  

②受付時間： 土曜日、 日曜日及び祝日を除く 毎日、 午前１ ０ 時から午後４ 時まで。  

ヘ． 上記ニ． の回答に不服がある者は、 同回答書の通知日の翌日から起算して７ 日以内（ 行政機

関の休日を含まない） に書面により 、 契約責任者に対して再苦情を申し立てることができる。

なお、 再苦情申立てに係る審議は新潟支社入札監視委員会が行う 。  

 
６ ． 見積合わせ 

（ １ ） 見積合わせ 

   見積合わせの日時等については、 特定した見積者に別途通知する。  

（ ２ ） 契約相手方の決定 

契約責任者は、 見積合わせの結果、 契約制限価格の範囲内における有効な見積価格である場合に

契約の相手方として決定する。  

 

７ ． その他 

（ １ ） 入札保証及び契約保証 

イ． 入札保証  免除 

ロ． 契約保証  必要 

 契約の相手方として決定した者は、 契約決定後１ ０ 日以内（ 行政機関の休日を含む。 ） に、 契

約金額（ 税込） の１ ０ 分の１ 以上に相当する下記のいずれかの契約保証に関する証書等を提出す

ることとする。 なお、 低入札価格調査を実施した場合の契約保証は、 契約金額（ 税込） の１ ０ 分

の３ 以上に相当する金額とする。  

①債務不履行時に損害金の支払いを保証する金融機関（ 銀行、 前払保証事業会社等） の保証にか

かる保証書。  

②債務不履行時に損害金の支払いを保証する公共工事履行保証保険（ 金銭保証に限る。 ） にかか

る証券。  

③債務の不履行により 生ずる損害をてん補する履行保証保険契約にかかる証券。  

（ ２ ） 支払条件 

イ． 前払金  請負代金額が３ ０ ０ 万円以上の場合には「 有」 、 ３ ０ ０ 万円未満の場合には「 無」

と し 、「 有」 の場合は本契約の相手方は調査等請負契約書第３ ４ 条第１ 項に基づき

前払金の請求をすることができる。  

ロ． 部分払  無 

（ ３ ） 手続において使用する言語は日本語、 通貨は日本国通貨に限る。  

（ ４ ） 調査等競争参加資格の認定を受けていない者も参加表明書を提出することができるが、 参加表明

書の受領期限までに、 当該資格の認定を受けていなければならない。  

（ ５ ） 参加表明書及び技術提案書の作成及び提出に関する費用は、 提出者の負担とする。  

（ ６ ） 参加表明書及び技術提案書に虚偽の記載をした場合には、 提出された参加表明書及び技術提案書

を無効とするとともに、虚偽の記載をした者に対して東日本高速道路株式会社競争参加資格停止事

務処理要領に基づく 競争参加資格停止を行う ことがある。  

（ ７ ） 同種又は類似の業務の実績については、効力を有する政府調達に関する協定を適用している国及



び地域並びに我が国に対して市場が開放的と認められる国及び地域以外の国又は地域に主たる営

業所を有する建設コンサルタント 等は、我が国における同種又は類似業務の実績をもって判断する

こと 。  

（ ８ ） 提出期間内に参加表明書を提出しない者及び技術提案書の提出者に選定された旨の通知を受けな

かった者は、 技術提案書を提出できないものとする。  

（ ９ ） 提出された参加表明書及び技術提案書は、 返却しない。  

（ 10） 提出された参加表明書及び技術提案書は、 技術提案書の提出者の選定及び技術評価点の算出以外

には提出者に無断で使用しない。 なお、 特定された技術提案書を公開する場合には、 事前に提出者

の同意を得るものとする。  

（ 11） 提出期間以降における参加表明書及び技術提案書の差し替え及び再提出は認めない。 また、 技術

提案書に記載した配置予定技術者は、 原則として変更できない。 ただし、 病休、 死亡等極めて特別

な事情により 変更が必要となったときは、 理由を添えて速やかに記３ （ １ ） に示す担当部署に申し

出るものとし 、 契約責任者がやむを得ない理由であり 、 且つ変更後の技術者が、 当初の配置予定技

術者と同等以上であると認めたときは変更することができる。  

( 12)見積者の特定後に、 提案内容を適切に反映した特記仕様書の作成のために、 業務の具体的な実施

方法について提案を求めることがある。  

（ 13） 本業務の請負人、 本業務の下請負人、 又は当該請負人もし く は下請負人と資本もし く は人事面に

おいて関連がある者は、 本業務にかかる工事の入札に参加し又は工事を請負う ことができない。  

  「 資本もし く は人事面において関連がある者」 とは、 次のイ． 又はロ． に該当する者である。  

イ． 該請負人もし く は下請負人の発行済株式総数の１ ０ ０ 分の５ ０ を超える株式を有し 、 又はそ

の出資の総額の１ ０ ０ 分の５ ０ を超える出資をしている者。  

ロ． 業者の代表権を有する役員が当該請負人もし く は下請負人の代表権を有する役員を兼ねてい

る場合における当該業者。  

（ 14） 本業務の請負人、 本業務の請負人と資本もし く は人事面において関連のある者、 本業務の下請負

人、 本業務の下請負人と資本もし く は人事面において関連がある者は、 本業務の契約期間中、 監督

を担当する部署の施工管理業務の入札に参加し又は施工管理業務を請負う ことができない。  

  「 資本もし く は人事面において関連のある者」 とは、 次のイ． 又はロ． に該当する者である。  

イ． 当該請負人もし く は下請負人の発行済株式総数の１ ０ ０ 分の５ ０ を超える株式を有し、 又は

その出資の総額の１ ０ ０ 分の５ ０ を超える出資をしている者。  

ロ． 代表権を有する役員が当該請負人もし く は下請負人の代表権を有する役員を兼ねている場合

におけるその代表権を有する役員が属する者。  

（ 15）入札に関する一般的な質問については『 良く あるご質問（ ht t p: //www. e-nexco. co. j p/f aq/bi ds/）』

を参照のこと 。    

                                        以  上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（ 参加表明書様式－1）  

参 加 表 明 書 
 

 

 

（ 調査等名）  上信越自動車道 信濃町～上越間環境影響調査    

 標記業務について関心があり ますので、 参加表明書を提出します。  

 

 

平成00年00月00日 

東日本高速道路株式会社 新潟支社 

信越工事事務所長 齊郷 範明 殿 

仕入先ｺ ﾄーﾞ   

住所  

会社名  

代表者           印 

担当者  

TEL  

FAX  

E-mai l   

 

 

【 添付資料】  

 １ ． 企業の同種又は類似業務の実績（ 参加表明書様式-2）  

 ２ ． 配置予定管理技術者の資格等（ 参加表明書様式-3-1）  

 ３ ． 配置予定現場作業責任者の資格等（ 参加表明書様式-3-2）  

 ４ ． 配置予定管理技術者の同種又は類似業務の経験（ 参加表明書様式-4-1）  

 ５ ． 配置予定現場作業責任者の同種又は類似業務の経験（ 参加表明書様式-4-2）  

 ６ ． 業務実施体制（ 参加表明書様式-5）  

 

 

  



（ 参加表明書様式－2）  

企業の同種又は類似業務の実績 

 同種業務・ 類似業務の要件 

同種業務 道路事業における自然環境（ 植物） 調査及び自然環境（ 動物） 調査 

類似業務 自然環境調査 

 実績業務 

業務名  

 

テクリ ス登録番号  

 

契約金額  

 

履行期間  

 

発注者名  

 

成績評定点  

 

業務概要  

 

《 添付資料》  

①テクリス登録を行っている場合は、 上表「 テクリ ス登録番号」 に記載したテクリスの写しを添付

すること  

②テクリス登録を行っていない場合は、契約書等同種業務・ 類似業務の内容が確認できる書類を添

付すること  

③上表「 業務名」 に記載した業務において、 当該業務の発注者から成績評定点の通知を受けている

場合は、 成績評定点の写しを添付すること 。  

 

《 記載上の注意事項》  

①上表「 業務概要」 には、 上表「 同種業務・ 類似業務の要件」 に該当することを確認できる事項を

優先的に記載すること 。  

 



（ 参加表明書様式－3-1）  

配置予定管理技術者の資格等 

 
氏名  

生年月日  

現職 所属  

 役職  

資格 資格の種類 部門 取得年月日 実務経験 従事期間 

技術士 総合技術監理部門 

（ 環境部門－環境保全

計画、 自然環境保全、

環境影響評価） 、 （ 建

設部門－建設環境）  

   

環境部門－（ 環境保全

計画、 自然環境保全、

環境影響評価） 、 建設

部門－（ 建設環境）  

平成12年度試験以前合

格者 

   

環境部門－（ 環境保全

計画、 自然環境保全、

環境影響評価） 、 建設

部門－（ 建設環境）  
平成13年度試験以降合格者 

 ○年○ヶ月 ○年○ヶ月 

Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ 建設環境部門    

○○     

従事期間 ○○部門の従事期間  従事期間 ○○年 

 

手持ち業

務の状況 

業務名 

（ テクリ ス登録番号）  

発注者名 履行期間 契約金額 

（ 百万円）  
1 例） ○○自動車道○○業務 

（ TECRI S0000-000000）  

NEXCO○日本 H00. 00. 00～ 

H00. 00. 00 

 

2  

 

   

3  

 

   

4  

 

   

5  

 

   

6  

 

   

 契約総額 

 

 

《 添付資料》  

① 上表資格に記載した資格に関する「 登録証」 の写しを添付するものとする。  

《 記載上の注意事項》  

① 従事期間には○○部門での実務経験従事期間を記載する。  

② 手持ち業務の状況で、 テクリ ス登録を行っている場合は、 業務名の下段に登録番号を記載すること 。  

③ 手持ち業務の状況で、 当該業務の発注機関の低入札価格調査対象業務となった業務については、 契約金

額の下段に「 低入札」 と記載すること 。  



（ 参加表明書様式－3-2）  

配置予定現場作業責任者の資格等 

 
氏名  

生年月日  

現職 所属  

 役職  

資格 資格の種類 部門 取得年月日 実務経験 従事期間 

技術士 総合技術監理部門 

（ 環境部門－環境保全

計画、 自然環境保全、

環境影響評価） 、 （ 建

設部門－建設環境）  

   

環境部門－（ 環境保全

計画、 自然環境保全、

環境影響評価） 、 建設

部門－（ 建設環境）  

平成12年度試験以前合

格者 

   

環境部門－（ 環境保全

計画、 自然環境保全、

環境影響評価） 、 建設

部門－（ 建設環境）  
平成13年度試験以降合格者 

 ○年○ヶ月 ○年○ヶ月 

Ｒ Ｃ Ｃ Ｍ 建設環境部門    

○○     

従事期間 ○○部門の従事期間  従事期間 ○○年 

《 添付資料》  

① 上表資格に記載した資格に関する「 登録証」 の写しを添付するものとする。  

《 記載上の注意事項》  

① 従事期間には○○部門での実務経験従事期間を記載する。  

  



（ 参加表明書様式－4-1）  

配置予定管理技術者の同種又は類似業務の経験 

 同種業務・ 類似業務の要件 

同種業務 

 
道路事業における自然環境（ 植物） 調査及び自然環境（ 動物） 調査 

類似業務 

 
自然環境調査 

 実績経験 

配置予定技術者名 

 

 

配置予定の役職 

 

 

業務名  

 

テクリ ス登録番号  

 

契約金額  

 

履行期間  

 

発注者名  

 

成績評定点  

 

業務概要  

 

《 添付資料》  

①テクリス登録を行っている場合は、 上表「 テクリ ス登録番号」 に記載したテクリスの写しを添付

すること  

②テクリス登録を行っていない場合は、契約書等同種業務・ 類似業務の内容が確認できる書類を添

付すること  

③上表「 業務名」 に記載した業務において、 当該業務の発注者から成績評定点の通知を受けている

場合は、 成績評定点の写しを添付すること 。  

 

《 記載上の注意事項》  

①上表「 業務概要」 には、 上表「 同種業務・ 類似業務の要件」 に該当することを確認できる事項を

優先的に記載すること 。  

 

 

  



（ 参加表明書様式－4-2）  

配置予定現場作業責任者の同種又は類似業務の経験 

 同種業務・ 類似業務の要件 

同種業務 

 
道路事業における自然環境（ 植物） 調査及び自然環境（ 動物） 調査 

類似業務 

 
自然環境調査 

 実績経験 

配置予定技術者名 

 

 

配置予定の役職 

 

 

業務名  

 

テクリ ス登録番号  

 

契約金額  

 

履行期間  

 

発注者名  

 

成績評定点  

 

業務概要  

 

《 添付資料》  

①テクリス登録を行っている場合は、 上表「 テクリ ス登録番号」 に記載したテクリスの写しを添付

すること  

②テクリス登録を行っていない場合は、契約書等同種業務・ 類似業務の内容が確認できる書類を添

付すること  

③上表「 業務名」 に記載した業務において、 当該業務の発注者から成績評定点の通知を受けている

場合は、 成績評定点の写しを添付すること 。  

 

《 記載上の注意事項》  

①上表「 業務概要」 には、 上表「 同種業務・ 類似業務の要件」 に該当することを確認できる事項を

優先的に記載すること 。  

 

 

  



（ 参加表明書様式－5）  

業務実施体制 

 本業務の配置予定技術者（ 入札者）  

 担当する分担業務の内容 技術者氏名 所属・ 役職 

管理技術者  

 

  

現場作業責任者  

 

  

担当技術者  

 

  

担当技術者  

 

  

  

 

  

 

 本業務の組織体制（ 入札者及び再委託先）  

下記には本業務の履行に際し 、入札者と承諾を必要とする再委託及び軽微な内容の再委託を含め

て組織図を記載すること 。  

（ 全体像）  

○○技術者    ○○技術者 

氏名    氏名 

役割内容    役割内容 

       

 ○○技術者  ○○技術者  

 氏名  氏名  

 役割内容  役割内容  

       

 ○○技術者  ○○技術者  

 氏名  氏名  

 役割内容  役割内容  

       

    ○○技術者  

    氏名  

    役割内容  

       

 再委託先の相手方（ ○○株式会社）  

 再委託内容 

 再委託を行う 理由 

       

 再委託先の相手方（ ○○株式会社）  

 再委託内容 

 再委託を行う 理由 

       

       

 

  



（ 技術提案書様式－1）  

技 術 提 案 書 
 

 

 

（ 調査等名）  上信越自動車道 信濃町～上越間環境影響調査   

 

 標記業務について、 平成 00 年 00 月 00 日付け東高○○○第○号にて要請があり ました、

技術提案書を提出します。  

 

 

平成00年00月00日 

東日本高速道路株式会社 新潟支社 

信越工事事務所長 齊郷 範明 殿 

仕入先ｺ ﾄーﾞ   

住所  

会社名  

代表者           印 

担当者  

TEL  

FAX  

E-mai l   

 

 

【 添付資料】  

 １ ． 業務への取組み姿勢（ 技術提案書様式-2）  

 ２ ． 参考見積（ 技術提案書様式-3）  

 ３ ． 内訳書（ 設計書） の提出にあたっては別添の金抜設計書を使用すること  

 

 

 

  



（ 技術提案書様式－2）  

業務への取組み姿勢 

本業務における業務の実施方針など取組み方針 

・ 業務の実施方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 実施フロ－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 工程計画    別紙による。  

《 記載上の注意事項》  

①本様式は原則として１ 枚を上限（ 基本） とする。  

 

  



 


